
独立行政法人国民生活センターの役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２５年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事

監事

（非常勤）

　理事長には内閣府独立行政法人評価委員会の実施する業務の評価結果を勘案し、ＡＡ評
価からＤ評価までの５段階の支給基準により業績給が支給される。理事には理事長が当該理
事の業務に関する貢献度を総合的に勘案して決定した支給基準により業績給が支給される。
　　　　　　　　　　（参考）理事長の業績給＝俸給の月額×182/100×支給基準
　　　　　　　　　　（AA:150/100、A:125/100、B:100/100、C:75/100、D:0/100）
　法人の長の報酬については、当センターの各事業の相互補完性・一体性を確保し、それぞ
れの機能を維持・充実し、消費者行政の推進を図り、消費者の安心・安全確保に資するため
に、法人の長として高度な判断力と豊富な経験を必要としていることから、法人の長としては適
正な水準である。

【主務大臣の検証結果】
法人の長の報酬については、内閣府独立行政法人評価委員会の評価結果を踏まえ業績給が
支給されているほか、当該法人の事務・事業の特性を勘案すると、その報酬水準は妥当である
と認められる。
引き続き、中期目標を踏まえ、報酬水準の適正化に努める必要がある。

理事長

・報酬額に100分の9.77を乗じて得た額を減じる措置を行っている（H24.4）。
・役員の退職手当について支給される総額に平成25年6月から9月まで98/100、平成
25年9月から平成26年6月まで96/100を乗じて得た額とする。

・報酬額に100分の9.77を乗じて得た額を減じる措置を行っている（H24.4）。
・役員の退職手当について支給される総額に平成25年6月から9月まで98/100、平成
25年9月から平成26年6月まで96/100を乗じて得た額とする。

・報酬額に100分の9.77を乗じて得た額を減じる措置を行っている（H24.4）。　　



２　役員の報酬等の支給状況

平成25年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

8,544 7,685 695 164 （通勤手当） 8月1日 ※

千円 千円 千円 千円

6,928 3,842 1,159 10
1,917

（通勤手当）
（業績給）

7月31日

千円 千円 千円 千円

13,241 9,539 1,917 199
1,586

（通勤手当）
（業績給）

※

千円 千円 千円 千円

13,210 9,539 1,917 168
1,586

（通勤手当）
（業績給）

※

千円 千円 千円 千円

9,522 8,122 1,246 154 （通勤手当） 5月27日

千円 千円 千円 千円

1,586 1,586 （業績給） 平成25年3月31日

千円 千円 千円 千円

4,951 4,951
（　　　　）

※

千円 千円 千円 千円

605 605
（　　　　）

10月1日

千円 千円 千円 千円

605 605
（　　　　）

9月30日 ※

注１：業績給とは、内閣府独立行政法人評価委員会の評価の区分等に基づき、５段階の支給基準
　　　により支給されているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
      独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注１：金額は千円未満切捨。

３　役員の退職手当の支給状況（平成２５年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

3,692 3 3 平成25年3月31日 1.0

千円 年 月

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。

摘　　要

E理事

F理事

C理事

A理事長

前職

理事長

F理事

B監事
（非常勤）

A監事
（非常勤）

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

B理事長

D理事

該当者なし

C監事
（非常勤）

監事
（非常勤） 該当者なし

内閣府独立行政法人評価委
員会の評価結果による当該役
員の業績勘案率は1.0であっ
た。

法人での在職期間

                            



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２５年度における給与制度の主な改正点

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

96 42.1 6,608 4,995 143 1,613
人 歳 千円 千円 千円 千円

96 42.1 6,608 4,995 143 1,613

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 42.8 5,426 4,159 174 1,267
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 42.8 5,426 4,159 174 1,267

注4：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

常勤職員

うち所定内

注１：常勤職員の区分中、研究職種、医療職種及び教育職種の職種は、該当者がいないので省略した。

注2：任期付職員の区分中、研究職種、医療職種及び教育職種の職種は、該当者がいないので省略した。

注3：在外職員、再任用職員、非常勤職員の区分は、該当者がいないので省略した。

任期付職員

事務・技術

事務・技術

人員 うち賞与

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

賞与：勤勉手当
（査定分）

制度の内容

「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２３年１０月２８日閣議決定）の趣旨を踏
まえた人件費の見直しを行う。

　人事院勧告の趣旨を最大限反映させ、国家公務員の給与水準を考慮し、決定する。

業績評価制度（職員毎に業務目標を設定し、達成度に応じて評価）を全職員に適用し、業績
手当及び特別手当の額に反映させるほか、管理職員に対して勤務評定を実施し、昇給時の
号俸数に反映させる。
　注：業績手当とは、業績評価制度における目標の達成度に応じて俸給及び職務手当の月
額に7/100～3/100の割合を乗じて得た額を支給するものである。
  また、業績手当の支給割合は特別手当等の計算基礎額にも反映することとしている。

勤務成績及び業績評価制度に応じて支給額を変動させる

平均年齢
平成25年度の年間給与額（平均）

総額

俸　　給

１ヵ年良好な成績で勤務した者を昇給させる
管理職員は国家公務員に準じた勤務評定制度に基づき昇給号俸を決定
する

業績評価制度により支給額を変動させる業績手当

「役員について」
・実施期間：平成24年4月～平成26年3月
・俸給表関係の措置の内容：基本給に対し△9.77％
・諸手当関係の措置の内容：特別手当△9.77％、職責手当△9.77％
「職員について」
・実施期間：平成24年6月～平成26年5月
・俸給表関係の措置の内容：基本給に対し△4.77％～△9.77％
・諸手当関係の措置の内容：特別手当△9.77％、職務手当（管理職）△10.0％

区分

区分 人員 平均年齢
平成25年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与

          



（任期付職員を含む。以下、⑤まで同じ。）

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位

代表的職位 人 歳 千円 千円 千円

本部部長 8 56.9 9,433 9,831 9,834

本部課長 14 49.8 8,068 8,487 8,846

本部課長
補佐

24 47.8 6,502 7,169 8,003

本部係長 29 40.8 5,425 5,860 6,393

本部主任 17 31.7 4,154 4,471 4,713

本部係員 10 27.3 3,531 3,670 3,805

○常勤職員

区分 計 １級 ２級Ａ ２級Ｂ ３級 ４級 ５級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人

96 8 14 24 26 15 9
（割合） (8.3%) （14.6%） （25.0%） （27.1%） （15.6%） （9.4%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

58 57 59 49 33 28

～ ～ ～ ～ ～ ～

55 41 35 33 28 25
千円 千円 千円 千円 千円 千円

7,823 6,949 6,199 5,122 3,954 3,062

～ ～ ～ ～ ～ ～

6,848 5,255 3,681 3,684 2,854 2,626
千円 千円 千円 千円 千円 千円

10,834 9,409 8,253 6,773 5,191 3,967

～ ～ ～ ～ ～ ～

9,268 6,956 4,906 4,868 3,741 3,444

年齢（最高
～最低）

年間給与
額(最高～

最低)

部長 課長

 ③職級別在職状況等（平成２6年４月１日現在）（事務・技術職員）

所定内給
与年額(最
高～最低)

課長補佐 主査 主事

②年間給与の分布状況（事務・技術職員)

分布状況を示すグ
ループ

人員 平均年齢 平均

　　注：表中「本部係長」とは、主査の職員をいい、「本部主任」とは、主事の職員をいう。

係員

人員
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○任期付職員

区分 計 １級 ２級Ａ ２級Ｂ ３級 ４級 ５級

標準的
な職位

人 人 人 人 人 人 人

6 － － － 3 2 1
（割合） （50.0%） （33.3%） （16.7%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

51

～

45
千円 千円 千円 千円 千円 千円

5,304

～

4,020
千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,961

～

5,358

注：該当者が2名以下の級における年齢・所定内給与年額・年間給与額について記載を省略した。

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

85 85 85
％ ％ ％

査定支給分（勤勉
相当）（平均） 15 15 15

％ ％ ％

         最高～最低 15～15 15～15 15～15
％ ％ ％

85 85 85
％ ％ ％

査定支給分（勤勉
相当）（平均） 15 15 15

％ ％ ％

         最高～最低 15～15 15～15 15～15

111.3

106.8

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

対他法人（事務・技術職員）

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

主事 係員

人員

主査

年齢（最高
～最低）

部長 課長 課長補佐

年間給与
額(最高～

最低)

所定内給
与年額(最
高～最低)

④賞与（平成２5年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

⑤職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員)

対国家公務員（行政職（一））

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出



給与水準の比較指標について参考となる事項

  比較対象職員の状況

  　　　常勤職員（事務･技術）96人及び任期付職員（事務・技術）6人　計102人

  　　　102人の平均年齢42.1歳、平均年間給与額6,538千円

○事務・技術職員

地域勘案 101.4

参考 学歴勘案 107.7
地域・学歴勘案 98.6

支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合（平成25年度） 32.0%

管理職員の割合 19.5%

大卒以上の職員の割合 94.3%

給与水準の適切性
の検証

給与水準に係る
総点検の視点

国に比べて給与水
準が高くなっている
定量的な理由

　当センターの対国家公務員指数（平成25年度は111.3）が高くなっている理由は、以
下のとおりである。
　
　当センターは、相談、調査及び商品テスト等の業務を行っているが、これらの業務を
実施するためには、高度で専門的な知識が要求されることから、専門職として大卒以上
の学歴を有する職員を採用してきた。このため、国家公務員（行政職（一））の大卒者
54.2％に対して、当センターは94.3％（このうち大学院修了者は、26.8％）と、大卒以上
の割合が極めて高い職員構成となっている。
　また、当センターは、平成15年9月まで東京事務所を本部として、相模原市に設置し
た商品テストの職員を含め一括して本部で職員を採用してきた。その後、平成15年10
月に本部を相模原市に移転したが、東京都港区及び神奈川県相模原市の両事務所
で行う事業には一体関係が認められることから、同一の給与体系を適用している。この
ため、神奈川県相模原市に勤務する職員給与が、指数を高くする要因のひとつである
ことは否めない。
　そのような事情がある中で、平成25年度において、地域・学歴を勘案した対国家公務
員指数は98.6となり、国家公務員の給与水準を下回っている。
　
　なお、当センターでは、これまで、「特別手当の減額」、「管理職手当の縮減」、「昇給
幅の抑制」や「管理職員及び補佐職員の人数の削減」、「国家公務員に先んじた平成
18年度における俸給の切替に伴う俸給月額の経過措置の廃止」等の措置を講じてき
た。
　平成25年度は、平成25年9月末をもって借上宿舎制度を廃止し、住居手当に移行し
たため指数の上昇の要因となったものの、給与水準の抑制に努めてきたところである。
　
　また、管理職員の割合は、国家公務員の管理職割合（行政職（一）6級以上）15.8％
に対し、当センターでは19.5％であり、平成17年度期首（23.5％）に比して4.0ポイント減
少している。
　今後も給与水準の適正化に向けた努力を引き続き継続する。

　【主務大臣の検証結果】
給与水準については、借上宿舎制度廃止に伴い住居手当の支給へと移行したこと等
を背景として前年度より上昇したが、中期目標を踏まえ、対国家公務員指数（地域・学
歴勘案）が引き続き100.0を上回ることのないよう、給与水準全体の抑制に努めることが
必要である。

【国からの財政支出について】
　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　97.4％
（国からの財政支出額　4,187百万円、支出予算の総額　4,297百万円：平成25年度予
算）
【検証結果】
 　支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合の大きさ等に鑑みて、引き続き
社会一般の情勢に適合した水準となるように努める。

【累積欠損額について】
　 累積欠損額 0円（平成25年度決算）

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　                                                                                    111.3

　これまで上記のとおり給与水準の抑制を行ってきたところであるが、今後も、引き続き
国家公務員の給与水準と同等になるよう努めることとする。なお、当センターは職員数
が少なく、出向、採用、退職等に伴う員数の変動が、数値の変動幅に大きく影響するこ
とに留意することも必要である。

講ずる措置



Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成25年度）

前年度
（平成24年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

総人件費について参考となる事項

Ⅳ 法人が必要と認める事項

「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について（平成24年8月7日閣議決定）」に基づき平成25年
3月から以下の措置を講ずることとした。

【役員退職手当】
・役員の退職手当の支給総額に対し平成25年3月から9月まで98/100、平成25年10月から平成26年6月
　まで96/100、平成26年7月から93.34/100を乗じて得た額を支給することとした。
【職員退職手当】
・職員の退職手当の支給総額に対し平成25年6月から9月まで98/100、平成25年10月から平成26年6月
　まで96/100、平成26年7月から93.34/100を乗じて得た額を支給することとした。

給与、報酬等支給総額及び最広義人件費について
　「給与、報酬等支給総額」は対前年度△1.9％となった。これは、前年度に比べ年度途中の退職者及び採用
者が多く、特別手当の支給額が減額となったこと等による。
　「退職手当支給額」は対前年度28.4%となった。これは、前年度に比べ任期退職者が多く、退職手当の支給額
が増額となったことなどによる（平成24年度は定年退職者2名、自己都合退職者１名、任期付職員退職者5名、
平成25年度は定年退職者2名、自己都合退職者2名、任期付職員退職者14名）。また、退職手当については
「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について（平成24年8月7日閣議決定）を踏まえ、役員の退職手
当について支給総額に平成25年9月30日までは98/100、平成25年10月1日以降は96/100を乗じて得た額を減
ずる措置を講じた。職員においても同様である。
　「非常勤役職員等給与」は前年度に比べて43,155千円減（対前年度12.5％減）となった。これは、非常勤職員
等の業務について業務の見直しにより非常勤職員等の配置を精査し、効率化を行ったことによる。
  「最広義人件費」は減少率4.0％となった。これは「給与、報酬等支給総額」及び「非常勤役職員等給与」が減
額となったことが主な要因である。

　【主務大臣の検証結果】
最広義人件費については、非常勤役職員等給与が、効率化等によって減少したことなどにより、前年度より
4.0％減少しており、抑制に努めたものと認められる。
引き続き中期目標を踏まえ、更なる業務の効率化など必要な取組を実施すべきである。

最広義人件費
1,394,241

区　　分 比較増△減
中期目標期間開始時（平
成25年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
856,225 872,424 △ 16,199

(A)
△ 1.9 - (-)

退職手当支給額
83,515 65,039 18,476

(Ｂ)
28.4 - (-)

非常勤役職員等給与
302,669 345,824 △ 43,155

(Ｃ)
△ 12.5 - (-)

(-)
福利厚生費

151,830 168,624 △ 16,794
(D)

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
注：「非常勤役職員等給与」欄には、派遣社員にかかる外部委託費を含む。したがって、「平成25年度事業年
度財務諸表」の付属明細書（「役員及び職員の給与の明細」）に記載されている額とは一致しない。

1,451,912 △ 57,671 △ 4.0 - (-)

△ 10.0 -
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